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RoHS 指令の公定分析法である IEC 62321 の追加申請が認定されました！ 

当社が既に認定を取得している試験所認定の国際規格 ISO/IEC 17025 (JIS Q 17025) に

おいて、IEC 62321 7 及び 8 の認定範囲への追加申請が、認定機関である（財）日本適合性

認定協会（JAB）より認められました。より信頼性の高い結果をご提供いたします。  

 

中央環境審議会水環境部会の排水規制等専門委員会（第 5 回）において改正水質汚濁防止法に基

づく事故時の措置及び対象物質に関する検討が行われました。水濁法では、水質事故への迅速な対

応を図るため、事業場における事故時の措置を定めており、5 月に交付された改正水濁法により事故

時の措置について対象物質・施設が拡大されることとなりました。今回、環境省から示されたたたき台

では、応急措置と届出が義務付けられる物質として新たに定められる「指定物質」の検討対象として

74物質が挙げられています。具体的には排水基準などが既に設定されているｐH、銅、マンガン、フェノ

ール類の他に 1,4-ジオキサンやアクリルアミド、メタノールなども含まれています。対象指定物質選定

の考え方は、水環境において、有害性や存在状況から規制の対象となってきた物質や、水道水の管理

対象となっている物質といった人の健康に直接かかわる物質に加えて、事故の起こりやすさといった

観点から近年においてしばしば水質事故が発生する原因となっている物質を対象としています。 

専門委員会では、今後、年内にも報告書案をとりまとめ、年度内の答申を予定しています。 

 

当社では、水質汚濁防止法、下水道法に関する分析において長年の実績と経験があります。ご不明

な点がありましたらお気軽にお問い合わせ下さい。 
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